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　　　　　　　　業績予想の修正に関するお知らせ

最近の業績動向等を踏まえ、平成 16年 2月 4日の第3四半期決算発表時に公表した業績予想を下記のとおり修正します。

　　　　　　　　　　　　記

[連結]
１．16年  3月期連結業績予想数値の修正（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）

(単位：百万円、％)

売上高 経常利益 当期純利益

前回発表予想(Ａ)
（平成 16年 2月 4日 発表）

1,153,000 122,000 76,000

今回修正予想(Ｂ) 1,150,000 128,000 46,000

増減額(Ｂ－Ａ) △ 3,000 6,000 △ 30,000

増減率 △ 0.3 4.9 △ 39.5

前期（平成15年3月期）実績 1,127,633 91,955 59,201

[単独]
２．16年  3月期業績予想数値の修正（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）

(単位：百万円、％)

売上高 経常利益 当期純利益

前回発表予想(Ａ)
（平成 16年 2月 4日 発表）

1,014,000 110,000 71,000

今回修正予想(Ｂ) 1,012,000 115,000 41,000

増減額(Ｂ－Ａ) △ 2,000 5,000 △ 30,000

増減率 △ 0.2 4.5 △ 42.3

前期（平成15年3月期）実績 992,236 79,680 53,633

３．理由
16年3月期業績について、最近の業績動向等を踏まえて予想した結果、大幅な変動が生ずることとなった
ため、見通しを修正するものです。

（１） ガス販売量は、気温の影響等により、家庭用需要及び業務用の暖房需要が減少するものの、発電用

　　　を中心に工業用需要が増加すること等により、前回予想に比べ連結、単独ともに74百万ｍ３増加し、
　　　それぞれ11,164百万ｍ３、11,157百万ｍ３となる見通しです。

（２） 売上高は、器具販売が前回予想に比べやや伸び悩んだこと等により、連結で△0.3%、単独で△0.2%
　　　それぞれ減少する見通しです。

（３） 経常利益は、年金制度の改定に伴う諸給与の減少等が見込まれるため、前回予想に比べ連結で
　　　4.9%、単独で4.5%、それぞれ増加する見通しです。

（４） 当期純利益は、当期に年金制度の改定及び固定資産の減損会計の早期適用を行うこと等により、特
　　　別損失を計上するため、前回予想に比べ連結で△39.5%、単独で△42.3%、それぞれ減少する見通し
　　　です。



　　＜主要特別損益内訳＞
　　　［年金制度］　キャッシュバランスプラン導入による特別利益　70億円
　　　［年金制度］　未認識数理計算上の差異の費用処理年数の変更による特別損失　590億円
　　　［固定資産減損会計］　特別損失 33億円（連結）、16億円（単独）

【参考】
１．年金制度改定について
　　当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、適格退職年金制度から規約型企業年金制度へ移行し
　　キャッシュバランスプランを導入する大幅な年金制度改定を当期に行うことを決定いたしました。これ
　　により給付利率を引下げることとなり、退職給付引当金取崩益 70億円を特別利益に計上いたします。
　　また、この制度改定を機に、未認識数理計算上の差異の費用処理年数を従来の10年から1年に変更
　　し、過年度に発生した未認識数理計算上の差異 590億円を特別損失として当期に一括して費用計上
　　いたします。これにより、退職給付債務等の状況を適時に財務諸表に反映させるとともに、 財務体質
　　の健全化を図ってまいります。

◆キャッシュバランスプラン
　　平成14年4月に施行された確定給付企業年金法によって新たに認められた制度で、確定拠出型と確
　　定給付型の両方の特徴をもちあわせた給付設計の一種である。
　　従来の適格退職年金同様、企業が一括で運用し、運用リスクも負うが、これまで硬直的であった給付
　　設計利率について国債利回り等の指標に連動させることができ、資産運用環境の変化や経済変動に
　　対する制度の柔軟性が高まっている。

２．固定資産の減損に係る会計基準の早期適用について
　　固定資産の減損に係る会計基準は18年3月期にはすべての会社に適用されますが、当社グループに
　　おいては財務の健全性を高める目的から早期適用することといたしました。減損損失は、土地・施設等
　　について連結で33億円、単独で16億円を特別損失に計上いたします。

（注）上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。
　　　実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想数値と異なる結果となることがあります。
　　　 （以上）

       


